
 

 

行政文書の作成、保管及び保存管理について                              対象受検機関：府民文化部府政情報室情報公開課 

事務事業の概要 検出事項 改善を求める事項（意見） 

 

１ 行政文書の管理体制等について 

(1) 府政情報室における役割 

・府政情報室は、大阪府行政文書管理規則（以下「規則」という。）及び大阪府行政文書管理規程（以下「規

程」という。）を所管している。 

・大阪府処務規程において、府政情報室は文書の管理に関する事務をつかさどると定められている。 

 

 (2) 部・所属における管理体制・役割 

・規則第４条から第８条において、適正な文書管理を確保するための各所属の管理体制を定めている。 

総括文書管理者（部の次長）、文書管理者（所属長）、文書管理担当者（所属の課長補佐等）、 

総括文書主任（部総務課庶務担当課長補佐等）、文書主任（所属の庶務担当主査)  

 

・総括文書管理者は、部及びその所管する出先機関における行政文書の適正な管理及び行政文書の管理改善

に関する事務を総括する。【規則第４条第２項】 

・文書管理者は、室課等又は出先機関における行政文書の適正な管理に関する事務を掌理する。【規則第５条

第２項】 

 

２ 府政情報室における適正な文書管理に向けた取組 

・規則及び規程に基づき、行政文書の管理を徹底するため、制度の適正な運営に努めるとともに、関係規則

等に係る総合的な相談窓口として、行政文書の管理に関する職員の相談に応じている。 

・総括文書管理者や文書管理者において適正に管理されるよう、職員研修や適正な文書管理のためのチェッ

クテスト（以下「チェックテスト」という。）などの理解を深める取組を行っている。 

※チェックテストの実施（年３回） 

※文書主任研修（年２回）、文書管理研修（出前講座）、新規採用職員研修（年１回）、文書管理実務研修（年

１回）の実施 

※Ｄｏｃｕレター（メールマガジン）の発行（毎月）など 

 

３ 跡付け・検証のための文書の作成、保管及び保存について 

(1) 規則等の規定内容 

・事務及び事業を行うに当たっては、経緯も含めた意思決定に至る過程並びに事務及び事業の実績を合理的

に跡付け、又は検証することができるよう、文書を作成することとし、作成した文書については、事後に

意思決定の経緯・過程並びに事務及び事業の実績を検証できるように、事務及び事業の案件ごとに同一の

簿冊に保存することと定められている。【規則第13条第１項】【規則運用解釈第16条】 

・保存期間の定めのある行政文書については、一会計年度ごとに区分して簿冊に保管又は保存をしなければ

ならず、また、簿冊は、一会計年度当初に、簿冊件名、文書分類記号、簿冊番号、保存期間及び室課等名

を行政文書管理システムに登録することにより作成しなければならないことと定められている。【規程第23

条第２項、同条第３項】 

 

 

 

１ 跡付け・検証のための文書の作

成、保管・保存状況及び文書管理者

が定める実施細目について確認し

たところ、規定と異なる運用をし

ていた所属及び実施細目を定めて

いない所属が見受けられた。府政

情報室では適正な文書事務の確保

のための実態調査は行っておら

ず、各所属における文書管理の現

状が把握されていない。 

 

 

２ 行政文書の保存期間について、

規則別表の判断基準が明確でない

包括条項等が置かれており、文書

管理者等が実施細目を定める場合

や保存期間を設定する場合に、行

政文書の区分の当てはめを誤るお

それがある。 

 

 

３ 歴史的文書資料類の収集・選別

において、歴史的文書資料類に関

して専門的知識を有する学識経験

者等の意見を事前に聴いていな

い。 

  また、重要な施策・事業に係る跡

付け・検証のための文書の保管・保

存について、規定と異なる運用を

していた所属が見受けられ、重要

な施策・事業に係る文書の確実な

収集及び保存について懸念があ

る。 

 

 

 

 

 

 

１ 府民の財産である行政文書が、

規定に則り、適正に作成、保管・保

存管理されるよう、制度所管課で

ある府政情報室において、定期又

は随時に、所属の文書の作成、保

管・保存状況や実施細目が定めら

れているかなど、文書管理の実態

を点検、把握し、検証・改善する仕

組みを導入されたい。 

 

 

 

２ 判断基準が明確でない包括条項

等については、統一的な判断基準

のもとで保存期間が適切に設定さ

れるよう、考慮すべき事情や具体

的な事例を文書事務の手引等に明

示するなど検討されたい。 

 

 

 

３ 歴史的文書資料類の収集・選別

に当たっては、歴史的文書資料類

に関して専門的知識を有する学識

経験者や収集・選別に関する資格

者等が事前に関与し、その意見を

反映できるような仕組みを検討さ

れたい。 

また、重要な施策・事業について

は、事業実施中の段階で、所属に対

し適切な保存を促した上で、適時、

保存状況を確認するなど、確実に文

書を収集できるような取組を検討

されたい。 

 

 

 

 



 

 

 

(2) 跡付け・検証のための文書の作成、保管及び保存の状況 

・令和３年度上半期監査（部局横断的な確認項目：行政文書の作成、保管及び保存について）において、重

要な施策・事業について抽出し、跡付け・検証のための文書が作成されているか、また、当該案件と同一

の簿冊に編綴されているか確認したところ、跡付け・検証のための文書は作成されていたものの、別簿冊、

共有フォルダ、担当者の手持ちファイルで保存しており、規定と異なる運用をしている所属（12所属中８

所属）が見受けられた。 

 

４ 制度所管課における実態調査、報告について 

(1) 行政文書の管理の実態調査及び報告 

・規則第19条では、府政情報室は、行政文書の管理を適正に行うため必要があると認めるときは、所属にお

ける行政文書の管理の実態調査や文書管理者に対し報告を求めることができると定められている。 

 

(2) 規則第19条の運用状況 

・平成30年度から令和３年度において、府政情報室が文書管理者に対して報告を求めたものが１件（令和３

年６月）あったが、当該事案を踏まえた全庁的な実態調査は行われていない。 

・府政情報室では、紛失等の不適当と疑われる事案が発生した場合に、必要に応じて調査又は報告を求める

としており、現時点で適正な文書事務の確保のための実態調査の実施は想定していない。 

 

【大阪府行政文書管理規則】 

(調査等) 

第19条 府政情報室長は、行政文書の管理を適正に行うため必要があると認めるときは、室課等及び出先

機関における行政文書の管理の実態を調査し、又は文書管理者に対し報告を求め、若しくは改善のため

の指示を行うことができる。 

 

【大阪府行政文書管理規則運用解釈】 

（調査等） 

第19条 

１ 府政情報室長は、適正な文書事務の確保のため、又は不適当と疑われる事案が発生した場合等には、

行政文書の管理の実態を調査し、又は報告を求め、若しくは改善のための指示を行うことができる旨規

定したものである。 

 

５ 行政文書の保存期間について 

(1) 規則等の規定内容  

・文書管理者は、規則別表に定める基準に従い、行政文書の保存期間を定めることになっており、事業の性

質、内容、効果等に応じて、具体的に行政文書の保存期間の基準に係る実施細目（以下「実施細目」とい

う。）を定めなければならないとされている。【規則第17条第１項】【規則運用解釈第17条】 

・規則別表（第17条関係）では、各行政文書の区分の末尾に「その他○年保存を要する行政文書」といった

包括条項や「重要なもの」、「軽易なもの」といった記載があるが、統一的な判断基準は明示されていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

(2) 実施細目の作成状況等 

・実施細目は、各所属において事務の増減の都度、随時見直すことになっている。 

・府政情報室において、各所属に対して３年に一度、文書を適正に管理するための最も適切な保存期間とす

るよう、実施細目の改正に係る文書照会を行っている。 

・令和３年度上半期監査（部局横断的な確認項目：行政文書の作成、保管及び保存について）において、重

要な施策・事業について抽出し、当該施策・事業を所管する所属に対し、実施細目の作成状況について確

認したところ、定めていない所属（12所属中３所属）が見受けられた。 

 

【大阪府行政文書管理規則】 

別表(第17条関係) 

項 行政文書の区分 保存期間 

１ （略） 長期 

２ 府議会に関する行政文書で重要なもの(１の項に掲げるものを除く。) 10年 

事務及び事業の基本的な計画及び執行に関する起案文書で重要なもの 

許可、認可、免許、承認、処分の取消し等の行政処分に関する起案文書で法律関係が５

年を超えるもの 

補助金に関する起案文書(国庫補助金に係るものを除く。) 

消滅時効10年の法律関係に関する起案文書 

その他10年保存を要する行政文書 

３ （略） ５年 

４ 事務及び事業の基本的な計画及び執行に関する起案文書で軽易なもの ３年 

（略） 

その他３年保存を要する行政文書 

５ 庶務に関する行政文書で重要なもの ２年 

その他２年保存を要する行政文書 

６ （略） １年 
 

 

６ 歴史的文書資料類の収集及び保存 

(1) 歴史的文書資料類の収集及び保存に関する規程（以下「歴文規程」という。）の規定内容 

・府政情報室は、次に掲げる基準のいずれかに該当する文書及び資料類を歴史的文書資料類として収集する

ものと定められている。【歴文規程第３条第１項】 

① 過去における府の主要な活動又は社会の情勢を跡付けるために重要なものであること。 

② 地方自治法（昭和22年法第67号）の施行の日前に作成されたもの（①の基準に該当するものを除く。）

であること。 

・上記基準に該当する文書及び資料類は、別表で定められている。【歴文規程第３条第２項】 

・府政情報室は、保存期間が満了する文書について、文書管理者が廃棄の決定をするまでに、行政文書管理

システムを利用する方法により、上記基準に基づき、歴史的文化的価値を有すると認められる文書を選別

しなければならないと定められている。【歴文規程第４条第１項】 



 

 

 

【歴史的文書資料類の収集及び保存に関する規程】 

別表(第３条関係) 

 歴史的文書資料類として収集する文書及び資料類 

項 文  書  及  び  資  料  類 

１ 条例、規則等例規に関する文書及び資料類 

２ 各種の制度及び機構の新設、変更又は廃止に関する文書及び資料類 

（略） （略） 

18 重要な事件、行事等府政及び社会の情勢を反映する文書及び資料類 

19 １の項から 18の項までに掲げるもののほか、歴史的文化的価値があると認められる文書及び

資料類 
 

 

(2) 府政情報室における選別体制及び歴史的文書資料類の紛失等を防止するための取組 

・文書及び資料類の選別は、府政情報室の職員２名体制で行っている。 

・文書及び資料類の収集・選別に際し、歴史的文書資料類に関し専門的知識を有する学識経験者等の意見を

事前に聴いていない。 

・大阪府公文書館の運営の円滑化を図るため、大阪府公文書館運営懇談会設置要綱を定め、外部有識者等で

構成する大阪府公文書館運営懇談会を設置している。同設置要綱では、当該懇談会の所掌する事項につい

て定めはないが、当該懇談会において、公文書館の運営状況の説明の中で、所蔵文書や資料類、新たに登

録した文書等について報告している。 

・文書主任研修等を通じて、各所属に対し将来的に歴史的文化的価値が生ずる可能性のある施策・事業に係

る文書や資料については確実に将来に残していくため、簿冊作成時や起案時から「行政文書管理システム」

の「歴史的文書のチェック欄」を積極的に活用していくよう、周知・指導している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

監査（検査）実施年月日（委員：令和３年７月27日、事務局：令和３年６月７日から同月18日まで） 

 

 

 

措置の内容 

 

１ 文書管理の点検・把握及び検証・改善の取組 

意見を踏まえ、跡付け・検証のための文書の作成、保管及び保存に関する全庁一斉点検を実施（令和３年９月末～10月末） 

[対  象] 知事部局の本庁所属（73所属）・約400簿冊 

    [点検内容]①行政文書の適正な保存期間（行政文書の保存期間の基準に係る実施細目）の設定状況                            

        ②跡付け・検証のための文書の作成と管理の状況（保存方法） 

   [点検結果]①「実施細目」が一部、時点修正されていない所属数：33所属 

                   ・新たな事業追加に伴う実施細目の追加や修正が漏れていた。 

          ・組織名称や事業名称の変更が漏れていた。 

                   「実施細目」は設定されてはいるが、時点修正など軽微な修正が漏れていた。 

 

        ②跡付け・検証のための文書が一部、行政文書管理システムに登録されていなかった所属数：４所属 

                    ・議事録等の意思決定の過程に関する文書はすべて作成されていた。 

           ・そのうち、一部の資料について、紙媒体や共有フォルダ内にデータは保存されているが、行政文書管理システムへ登録できていないものがあった。  

           ・一事業について、同一名のファイルが複数あり、行政文書がそれぞれに編綴されていた。 

                    意思決定に係る資料の作成が必要との認識は定着しているが、一部、保管方法に不備があった。 

 

全庁一斉点検を実施した結果を基に、文書の作成及び文書管理について理解が一層深まるよう、次の取組を行った。 

・今回の調査結果を基に各所属において文書事務を行う上で、参考となる具体的な事例やミスしやすい項目（文書の保存期間の設定方法や保存方法等）を文書事務ポータルサイトに掲載 

し、改めて全庁に周知した。 

  ・具体的な事例を通して職員が独習や職場研修により理解を深めることができる教材「e-ラーニング」を新たに作成し、文書事務ポータルサイトに掲載することにより、職員に周知し

た。 

今後も、毎年一斉点検を実施し、職員研修など、あらゆる機会を捉えて、保存期間の設定や、文書作成・保存について、周知徹底を図るとともに、必要に応じ見直しを行う。 

 

２ 規則別表に規定する行政文書の保存期間に関する具体的な明示 

・行政文書の保存期間のうち、包括的な記載になっている区分について、具体的な事例をとりまとめ文書事務ポータルサイトに掲載した。 

  ・文書事務を行う職員の実務的なマニュアルである「文書事務の手引」に具体的な事例を記載するなど改訂を行った。 

 

３ 歴史的文書資料類の選別体制の構築 

・歴史的文書資料類の収集・選別の実務を進める過程で、歴史的文化的資料としての価値を有しているかについて、専門家の意見を聴く必要があるものについては、歴史研究、法制史、

情報通信等の専門的知識を有する公文書館運営懇談会委員の意見聴取を行い、その意見を反映する仕組みとした。 

・歴史的文書資料類に該当する文書の適正な保存について、職員向けメールマガジンへ掲載した。また今後も継続的に職員研修等での周知を図っていく。 

・また、歴史的文書資料類になる可能性のある文書の保存状況については、毎年実施する一斉点検において確認するよう取組を進める。 

 

今後とも、これらの取組を通じて、各所属において適正な文書管理が図られるよう取り組んでいく。 

 


